
第１号様式（第３条第１項関係）

　 平成　　年　　月　　日　　

　中　国　運　輸　局　長　　殿

　 住所又は所在地
　 申請者 氏名又は名称

及び代表者

１．　氏名又は名称及び住所

申請者と同じ氏名又は名称及び住所を記入

２．　営業所の名称及び所在地、並びに営業所ごとの許可証交付希望枚数　

(℡　　　　　    　　)

(℡　　　　　  　  　)

(℡　　　　　    　　)

（営業所名）
（営業所の住所） 1

(℡（営業所の電話番号）)

(℡　　　　　　　  　)

回送運行許可申請書

　道路運送車両法施行規則第２６条第１項の規定により、下記のとおり自動車の回送

運行の許可の申請をします。

記

名　　　称 所　　在　　地
許可証交付
希望枚数

個人の場合：住民票通りの氏名・住所

法人の場合：本社住所・会社名・代表者名

をそれぞれ記入

押印省略（記名で結構です。）

ゴム印可



３．　現に営んでいる事業の種類及び概要

（ロ） 資本金（元入金）

　　　　

４．　許可を受けようとする終期日

平成　　２９　年　１１　月　３０　日

車検台数基準の試行的撤廃期間であるため、暫定的に

終期日が平成２９年１１月３０日までとなります。

※申請時に許可期間分の交付手数料・自賠責が必要となります。

（注）１．該当欄に記入できないときは、該当欄に「別紙のとおり」と記入し、別葉
　　　　で作成し添付すること。
　　　２．営業所が２ヶ所以上ある場合は、主たる営業所を最初に記入すること。
　　　３．新たに事業を開始する場合は、「現に営んでいる事業の種類及びその概要」
　　　　欄を計画で記入すること。

(該当するものに○を
付けること)

（イ） 設立（開業）年月日           (個人も法人も記入)

㍽．㍼．㍻　　　　年　　　　月　　　　日

製　　　作

販　　　売

陸　　　送

分 解 整 備

（法人のみ記入） 円

（ハ） 従業員数
　
　　　　　　　　　　全事業　　　　　　　　　　　　　　 　人

　　　　　　　　　　当該事業　　　　　　　　　　　　　　人

事業の種類 概　　　　要

法人の場合は、商業登記簿謄本どおりに記入してください。



・商業登記の現在(履歴)事項全部証明又は住民票　　　　　　　　　　　　　　　共　通

・運転者等に対する法令関係研修の実施状況　　　　　　　　　（第２号様式）　共　通

・運転者等に対する法令関係研修の実施計画　　　　　　　　　（第３号様式）　共　通

・社内取扱内規を記載した書面　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　共　通

・管理責任者等の営業所への配置計画　　　　　　　　　　　　（第４号様式）　共　通

・製作、販売、陸送又は分解整備を業とすることの書面（第５号～第９号様式）　業　別

・製作、販売、陸送又は分解整備を業とすることの書面      （その他の書面）　業　別

・最近３ヶ月間の製作、販売又は陸送の実績（計画）　　　　（第１０号様式）　共　通

・運転者名簿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第１１号様式）　陸　送

・回送委託者一覧表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第１２号様式）　陸　送

・運行実績を証する書面　　　　　　　　　　　　　　　　　（第１４号様式） 分解整備

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　　　共　通

・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　　　共　通

（注）１．上記の順に添付すること。
      ２．添付した書類の（・）に○印を付けること。

添付書類



第３号様式（第４条（２）イ関係）

　（申請書添付書類）

年 月

対 象 者
許可
申請
月

7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5

○

　　　2 　毎年研修実施計画の変更を予定している方は、別葉に記載すること。

そ の 他

（注）1　 回送運行（事業）許可期間分の研修計画を記載すること。

運転者等に対する法令関係研修の実施計画

平　　成　　　　　年　～　平　　成　　　　　年

研 修 内 容 講 師

新 規 採 用 者

全 体

この実施計画は、許可申請した年から有効期限となる年までを記載してください。

２８

計画期間中に、新規採用者を雇用することが考えられる場合は、

必ず記入してください。

この欄は、「研修を受けることができないものを対象とする

研修」等に使用します。

役職及び氏名を記入してください。

例：管理責任者 運輸 太郎

「車両法等関係法令研修」の他、「保安基準」

「社内取扱内規」等を具体的に記載してください。



自動車の回送運行に関する社内取扱内規

氏名又は名称：

（目的）

第１条 この内規は、当社が中国運輸局長（以下「局長」という。）から許可を受けた

自動車の回送運行業務について、法令、通達等に基づき当社における取扱を定め、適

正かつ円滑な実施を図ることを目的とする。

（許可証及び番号標管理責任者等の選任）

第２条 当社の代表者（以下「代表者」という。）は、回送運行許可証及び回送運行許

可番号標管理責任者（以下「管理責任者」という。）を選任しなければならない。ま

た管理責任者は、次項に規定する取扱責任者を統括するものとさせる。

２ 代表者は、主たる営業所以外の営業所に回送運行許可証（以下「許可証」という。）

及び回送運行番号標（以下「番号標」という。）を配置したときは、管理責任者が処

理を行わなければならない業務を処理させるため、取扱責任者を選任しなければなら

ない。

３ 代表者は、管理責任者及び取扱責任者が不在等の場合においては、業務が処理でき

ないため、その業務を代行させる代務者を選任することができる。

４ 代表者は、管理責任者、取扱責任者及び代務者（以下「管理責任者等」という。）

を選任または変更したときは、管理責任者等名簿に所定の事項を記録しなければなら

ない。

（研修）

第３条 代表者は、回送運行に携わる者に対して、法令を遵守し安全かつ適切に回送運

行を行わせるため、関係法令等その他必要な事項について年１回以上研修を実施しな

ければならない。

２ 代表者は、前項の研修を実施するにあたって管理責任者等に対して適切に実施する

よう指示しなければならない。

３ 代表者は、研修等実施記録簿を設け、管理責任者等に所定の事項を記録させなけれ

個人の場合：住民票通りの氏名

法人の場合：会社名

を記入 ゴム印可



（管理責任者等の職務）

第４条 代表者は、回送運行許可番号標台帳等を設け、貸与を受けた番号標等にかかる所

定の事項を管理責任者等に記録させなければならない。

２ 管理責任者及び取扱責任者は、次項の処理を行うほか回送運行業務に携わる者に対す

る教育、指導及び監督をしなければならない。

３ 管理責任者等は、次に掲げる事項について処理しなければならない。

（１） 許可証及び番号標（以下「許可証等」という。）を使用させるときは、回送を行

おうとする者に対し安全かつ適切に行うよう指導するとともに、次条の許可証等の

使用基準に適合しなければ使用させてはならない。

（２）前号により許可証等を使用させるとき及び返納があったときは、許可証等管理簿

（以下「管理簿」という。）の記録をすること。

なお、管理簿は、パソコン等を使用して作成したファイルを含むものとし、直ちに

書面に表示することができるよう保存しておかなければならない。ただし、少なく

とも月１回は出力して確認すること。

（３）回送運行を終了したときは、遅滞なく許可証等を返納させること。

（４）許可証等を無断使用、紛失、盗難等が生じないよう施錠して保管すること。

（５）許可証等を他人に転貸しまたは無断で使用することがないようにさせること。

（６）許可証を前面の見やすい位置に表示して運行させること。

（７）番号標は落失等のないように自動車に確実に取り付けさせること。

（８）代務者は、管理責任者または取扱責任者の不在中に処理した事項を管理責任者又

は取扱責任者に報告しその確認を得なければならない。

（９）管理責任者または取扱責任者は、代務者の行った処理について自らの責任を回避

することはできない。また、管理責任者は、取扱責任者の行った処理についても同

様である。

（許可証等の使用基準）

第５条 管理責任者等が、回送運行を行おうとする者に許可証等を使用させるときの使

用基準は、次のとおりとする。

（１）回送自動車が、保安基準に適合していることの確認を受けていること。

（２）回送を行おうとする者が自己の営業所の者であること。

（３）回送の目的が許可証に記載されているものであること。

（４）使用の期間が適切なものであること。

（許可証等の使用手続き）

第６条 回送運行を行おうとする者は、管理責任者等に回送自動車に係る次条第１号の

保安基準に適合している旨の報告並びに回送の目的、使用区間及び使用期間を申し出



て、許可証等の貸与を受けなければならない。

（使用者の遵守事項）

第７条 回送運行を行う者は、次に掲げる事項を遵守して安全かつ適切に行わなければ

ならない。

（１）回送自動車が保安基準に適合している旨の確認をしなければならない。

（２）許可証は、回送自動車の前面ガラスの見やすい位置に、有効期間を記載した面が

見やすいように確実に表示しなければならない。ただし、前面ガラスがない自動車

については、適切な位置に適宜表示しなければならない。

（３）番号標は、回送自動車の前面及び後面の見やすい位置に、かつ見やすいように確

実に取り付け、遺失またはき損することのないようにしなければならない。ただし、

二輪自動車、三輪自動車、被牽引車または国土交通大臣の指定する大型特殊自動車

については、前面の番号標の取り付けを省略することができる。

（４）自動車損害賠償責任保険証明書は、必ず携帯しなければならない。

（５）回送自動車から離れるときは、許可証等の盗難等に留意し、適切な措置を講じな

ければならない。

（６）回送運行が終了したときは、遅滞なく許可証等を管理責任者等に返納しなければ

ならない。

（許可証等の紛失等、き損の場合の措置）

第８条 許可証等を紛失、盗難（以下「紛失等」という。）及びき損した者はすみやか

に管理責任者等に報告するとともに、紛失等の場合、警察署長に届け出なければなら

ない。

２ 代表者は、前項の事由があったときは、すみやかに紛失等・き損届を当該許可証等

の交付を行った支局長及び自動車検査登録事務所長（以下「支局長等」という。）に

提出しなければならない。

３ 代表者は、前項の届けを提出する場合において、届出にかかる許可証等が存すると

きはあわせて返納しなければならない。

４ 代表者は、番号標を紛失等若しくは過失によりき損したときは弁償しなければなら

ない。

５ 代表者は、許可証等が紛失等した場合には、管理責任者等に対し発見に努めるとと

もに、再発防止に全力をあげるよう適宜指示しなければならない。

６ 代表者は、紛失等による第２項の届出を提出した後、届出にかかる許可証等を発見

したときは、すみやかに支局長等に返納しなければならない。



（届出）

第９条 代表者は、次に掲げる事由があったときは、遅滞なく届出書を主たる営業所を

管轄する支局長等を経由して局長に提出しなければならない。

（１）許可を受けた者の氏名若しくは名称又は住所の変更（事実を証する書面を添付）

（２）営業所の名称または所在地を変更したとき

（３）管理責任者を変更したとき

（４）社内取扱内規を変更したとき（変更後の社内取扱内規を添付）

（５）業を廃止したとき

（６）営業所を新設または廃止したとき（新設にあっては、営業所の名称、所在地、管

理責任者等の記載及び、社内取扱内規を添付）

（７）法人を合併したとき（事実を証する書面を添付）

（８）分解整備に係る回送を目的として許可証の交付を受けている場合にあっては、道

路運送車両法第93条の認証の取消しを受けたとき

（帳簿等の保存）

第１０条 代表者は、帳票等については当該許可期限の経過後６ヶ月間保存しなければ

ならない。

２ 引き続き許可を受けた場合にあっては、番号標台帳及び最新の社内取扱内規は、事

業を廃止するときまで継続して使用しなければならない。

附則

１．この社内取扱内規は、平成 年 月 日から実施する。

２．この社内取扱内規に規定する帳簿等の様式は、中国運輸局公示「自動車の回送運行

許可等事務の取扱要領について」による。



第４号様式（第４条（３）関係）

　（申請書添付書類）

職 名 氏 名

（注）1 古物営業許可番号は、中古車を販売する営業所のみ記載すること。

　　　2 営業所が１箇所の場合は、管理責任者となる。

管理責任者等の営業所への配置計画

営 業 所 名
代 務 者 古物営業許可

番 号
職 名 氏 名

管 理 又 は 取 扱
責 任 者 の 種 別

管理責任者（主たる営業所）又は取扱責任者

（主たる営業所以外の場合）を記入してください。
職名がない場合は、なしと記入してください。

代務者を選任しなければ、管理責任者不在時に

回送運行ができなくなります。

管理責任者等は、事業者内で回送業務を指導する立場である

ので、役職が高い人又は知識が豊富な方になります。



第９号様式（第４条（４）ニ関係）

（申請書添付書類）

自動車の分解整備を業とする者の関係団体の会員であることの書面

（認証番号）

（氏名又は名称）

（住　　　　　　所） （指定番号）

（住所）

（団体名）

（代表者名） 印

記

自らの分解整備を伴う車検※１実績

合 計

平 成 年 台

（上記のうち６ヶ月の月平均） 台

臨時運行許可に基づく運行実績※２

臨時運行を許可し
た 市 区 町 村

　上記の者は、当団体の会員であって、自動車の分解整備を業としており、その実績は、下記のとおりである
ことを証明いたします。

　平成　　年　　月　　日

月 月 月 月 月 月

許可年月日 車台番号又は登録番号 目的

※１　車検とは、法第５９条の新規検査、第６２条の継続検査、第６７条の構造等変更検査又は第７１条の予
備検査をいう。

※２　車検のために自ら分解整備しようとする自動車の引き取り、車検のために自ら分解整備した自動車の
引き渡しのための回送及び自ら分解整備した自動車の車検のため車検場までの回送であること。２回目以
降の許可の場合は直前１年間の回送運行の許可に基づく回送運行実績を記載すること。

事業場ごとに１枚ずつ作成してください。

記入しないでください。

・車検のための自動車引き取り

・車検のための自動車引き渡し

・車検のための車検場までの回送

３つのうち、該当するものを記入して

ください。

個人の場合：住民票通りの氏名・住所

法人の場合：本社住所・会社名

記入しないでください。

記入しないでください。



第２１号様式  (第１３条関係）

平成　　年　　月　　日

　山口運輸支局長　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所又は所在地
　　　　　　　　　　　　　　申請者　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　及び代表者名

１．　営業所の名称及び所在地

２．　事業の種類（製作・陸送・販売・分解整備）

３．　交付を受けようとする回送運行許可証及び貸与を受けようとする回送運行許可番号
　　標の有効期間ごとの数

                                 月　　　　１枚（組） 許可書に書いてある番号と日付

４．　回送運行許可番号及び年月日

　　　　　　　　　中国技管第　　　　　　号　　平成　　年　　月　　日

５．　回送運行許可証交付手数料の額

収入印紙の額を記入 円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

申請日によります。例えば、６月１６日の申請なら
１６，４００円分の収入印紙を貼付になります。

回送運行許可証の交付及び回送
運行許可番号標の貸与申請書　

　道路運送車両法第３６条の２第３項の規定により、回送運行許可証の交付及び回送運行

許可番号標の貸与を受けたく、下記のとおり申請します。

記

収 入 印 紙 貼 付

申請日によります。例えば、６月１６日の申請なら８ヶ月となります。

個人の場合：住民票通りの氏名・住所

法人の場合：本社住所・会社名・代表者名

をそれぞれ記入

押印省略（記名で結構です。）

ゴム印可

【この様式は、許可後に申請する書類です。】



第２２号様式（第13条第２項関係）

　（許可証の交付等申請書添付書類）

申請日によります。例えば、６月１６日の申請なら８ヶ月となります。

　（許可事業者名） 　 （営業所名）　　　

番号標番号 許可証交付番号 備考 番号標番号 許可証交付番号 備考 番号標番号 許可証交付番号 備考

山口○○○ （空欄）

　　貸与する番号を事前にお伝えしますので、その番号を記入

回送運行許可証の交付及び番号標の貸与表（　　ヶ月）

会社名又は個人名 営業所名を記入

【この様式は、許可後に申請する書類です。】


